別紙様式第１
番　　　号
年　月　日
公益財団法人 食品流通構造改善促進機構
会　長　　馬場　久萬男　殿
所　　在　　地
団　　体　　名
代表者の役職及び氏名　　　　　　印
平成24年度地域還元型再生可能エネルギーモデル早期確立事業に係る課題提案書
地域還元型再生可能エネルギーモデル早期確立事業に係る課題提案書を、別添のとおり関係書類を添えて提出します。
（別添１）事業実施計画書
	（１）事業実施主体の概要

	※営業経歴（沿革）など事業実施主体の概要を記入すること。

	事業担当者名及び連絡先
	氏名（ふりがな）

	
	所属（部署名等）

	
	役職

	
	所在地

	
	電話番号
	ＦＡＸ

	
	メールアドレス
	ＵＲＬ

	（２）事業の実施体制

	※１　責任体制が把握できるように記載すること。
２　事業を実施できる能力、事業に係る経理その他の事務について適切な管理体制及び処理能力を有する内容を示すこと。
３　事業に関係する者の全体像が把握できるように記載すること。
４　農林漁業者又は農林漁業者が組織する団体が発電事業を行う事業体の運営にどのように参画するのか等の体制を明らかにすること。



	（３）事業の概要

	※事業の趣旨、目的、内容等について記載すること。

	（４）事業の実施方法

	※事業の実施手順等について記載すること。

	（５）事業実施のスケジュール

	※１　事業全体の実施期間とスケジュールを記載すること。
２　発電に用いる再生可能エネルギー源の種類特有の事情により、平成26年３月31日を超えて実施する必要がある場合は、その理由を記載すること。

	（６）施設の具体的内容、システムフロー図

	※発電システムの特徴、出力等について記載すること。


	（７）施設の工事計画

	※工事概要、工事工程等について記載すること。

	（８）施設の運営管理計画

	※施設の運営管理者、運営管理体制等を記載すること。

	（９）施設用地の確保状況

	※施設用地の所有者等との関係、契約状況等を記載すること。

	（10）施設周辺の住民や環境への配慮の状況

	※施設周辺の住民への説明会の開催や環境への配慮の状況等について記載すること。

	（11）関係法令の許認可等手続の状況

	※土地、施設、水利使用権等の許認可等に係る手続の状況について記載すること。

	（12）電気事業者との協議の状況

	※電気事業者との系統接続等に係る協議の状況について記載すること。


	（13）事業計画図

	①　位置図

	②　計画平面図


	（14）成果目標

	※再生可能エネルギー発電事業に係る成果目標について記載すること。
①売電収入見込額
○○○千円／年（○○○kWh／年×○円）
②地域の農林漁業の発展に貢献する取組に活用する内容及び金額

	
	地域の農林漁業の発展に貢献する取組の内容
	金額（千円）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	※年ごとに内容が異なる場合は、それぞれごとに記載すること。


	（15）その他想定される事業効果（具体的かつ定量的に記載すること。）

	※その他新たな雇用創出等の効果を記載すること。


	（16）事業経費の配分及び積算内訳

	（単位：千円）

	
	区　　分
	
	備　考
	

	
	
	事業費
	助成金
	自己負担
	その他
	
	

	
	１測量費及び試験費
２工事費
３設備費
４その他

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	１．備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠（経費内容、単価、数量、員数等）を詳細に記載するとともに、施行方法を記載すること。
２．仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」と当該税額がない場合には「該当なし」と、当該税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
３．備考欄は、別葉とすることができる。



	（17）資金調達方法

	※助成金以外の資金調達がある場合は、その方法等について記載すること。
（例）
自己負担分　：　　　　　千円
うち自己資金：　　　　　千円
うち融資　　：　　　　　千円　○○銀行○○支店から借入、返済期間○年
その他　　　：　　　　　千円
うち○○　　：　　　　　千円
うち○○　　：　　　　　千円


（注）欄に収まらない場合は別葉とすることができる。
（添付資料）
１．事業実施主体の業務・活動内容を示した資料（又はパンフレット、リーフレット等）
２．事業実施主体が特認団体以外である場合は、定款及び直前事業年度の決算（営業）報告書３年分（又はこれらに準ずるもの）
（別添２）費用対効果分析
１．施設の仕様
最大発電出力　　　　　　○○ｋＷ
年間総発電電力量　　　　○○ｋＷｈ（計算式：　　　　　　　　　　　　　　）
２．発電に係る収支計算
	（１）年間総収入
総発電電力量
（kWh）
	調達価格
（円／kWh）
	総収入
（千円）
	備　考

	
	
	
	


（注）調達価格は、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成23年法律第108号）に基づく再生可能エネルギー電気の固定価格買取制度の調達価格（税抜き）とする。
（２）年間総支出
	直接費
（千円）
	資本関係費
（千円）
	管理部門費
（千円）
	総支出
（千円）
	発電原価
（円／kWh）

	
	
	
	
	


（注）１　直接費は、施設維持に係る人件費、修繕費、水利使用費（小水力発電の場合）及び諸費用等発電事業に直接必要な経費に加え、固定価格買取制度の調達期間内に見込まれる年間総収入の合計の５％以上を地域還元することとして見込む費用を計上する。
２　資本関係費は、収益納付額、助成額を除いた自己負担部分に係る減価償却費及び借入金利息を計上する。
３　管理部門費には、いわゆる販売費及び一般管理費に相当する費用を計上する。
（３）年間売上総利益
	総収入
（千円）
	総支出
（千円）
	売上総利益
（千円）
	備　考

	
	
	
	


※上記（１）～（３）について、計算のためのバックデータを添付すること
３．投資効率の算定
（１）年総効果額（＝年間総収入）　　○○○千円
（２）総合耐用年数の算出
	機械・施設名
	耐用
年数①
	工事費等
②
	年工事費等（減価額）
③＝②÷①

	
	
	
	

	計
	
	④
	⑤

	総合耐用年数＝④÷⑤
	年


（注）耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）及び農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号）に定めるところによる。
（３）廃用損失額
事業実施に伴い、財産処分又は本事業の目的以外に転用される既存の施設等がある場合については、当該施設等の残存価格を廃用損失額とする。
（単位：千円）
	名　　称
	廃用損失額

	
	

	計
	


（４）経済効果総括表
	区　分
	算　式
	数　値
	備　考

	総事業費
	①
	千円
	

	年総効果額
	②
	千円
	

	総合耐用年数
	③
	年
	

	還元率
	④
	
	

	廃用損失額
	⑤
	千円
	

	妥当投資額
	⑥＝②÷④－⑤
	千円
	

	投資効率
	⑦＝⑥÷①
	
	


（注）１　還元率＝｛ｉ×（１＋ｉ）n｝÷｛（１＋ｉ）n－１｝、ｉ＝0.04（割引率）、n＝総合耐用年数（※別表を参照）
２　総合耐用年数は小数点以下１桁、投資効率は小数点以下２桁まで求めるものとする。
（別表）還元率一覧表
	ｎ
	5
	6
	7
	8
	9
	10

	還元率
	0.2246
	0.1908
	0.1666
	0.1485
	0.1345
	0.1233

	ｎ
	11
	12
	13
	14
	15
	16

	還元率
	0.1142
	0.1066
	0.1001
	0.0947
	0.0899
	0.0858

	ｎ
	17
	18
	19
	20
	21
	22

	還元率
	0.0822
	0.0790
	0.0761
	0.0736
	0.0713
	0.0692

	ｎ
	23
	24
	25
	26
	27
	28

	還元率
	0.0673
	0.0656
	0.0640
	0.0626
	0.0612
	0.0600

	ｎ
	29
	30
	31
	32
	33
	34

	還元率
	0.0589
	0.0578
	0.0569
	0.0559
	0.0551
	0.0543

	ｎ
	35
	36
	37
	38
	39
	40

	還元率
	0.0536
	0.0529
	0.0522
	0.0516
	0.0511
	0.0505

	ｎ
	41
	42
	43
	44
	45
	46

	還元率
	0.0500
	0.0495
	0.0491
	0.0487
	0.0483
	0.0479

	ｎ
	47
	48
	49
	50
	51
	52

	還元率
	0.0475
	0.0472
	0.0469
	0.0466
	0.0463
	0.0460

	ｎ
	53
	54
	55
	60
	80
	90

	還元率
	0.0457
	0.0455
	0.0452
	0.0442
	0.0418
	0.0412
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